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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみ

られる。生産活動は持ち直している。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さが残るもの

の、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、下げ止まって

いる。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。観光

は、外国人入国者数の厳しい状況が続いているが、来道者数は前年の反動もあり、前年を上

回っている。

雇用情勢は、弱さがみられる。企業倒産は、負債総額が前年を上回った。消費者物価は、

１６か月ぶりに前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１０．７ポイ

ント下回る３６．６と２か月連続で低下した。横

ばいを示す５０を５か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を５．７ポイント下回る４３．１となった。

７月の鉱工業生産指数は９３．７（季節調整済

指数、前月比＋２．６％）と２か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋１４．６％と５か

月連続で上昇した。

業種別では、鉄鋼業など９業種が前月比上

昇となった。金属製品工業など６業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～５か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

千人
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５．札幌ドーム来場者数～５か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．１％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲５．０％）は、衣料品、身

の回り品、その他が前年を下回った。スー

パー（同＋１．１％）は、飲食料品が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．８％）

は、５か月連続で前年を上回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１３，７９２台

（前年比▲５．４％）と５か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋６．３％）、

小型車（同▲４．４％）、軽乗用車（同▲１８．０％）

となった。

４～７月累計では、５０，８００台（前年比

＋８．９％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋２５．０％）、小型車（同▲１０．４％）、

軽乗用車（同＋１５．６％）となった。

７月の札幌ドームへの来場者数は、無観客

開催となった東京オリンピックの試合会場と

なっていたことによって、０人（前年比皆

減）と５か月ぶりに前年を下回った。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

７月の住宅着工戸数は２，８９０戸（前年比

＋０．８％）と５か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋１３．２％）、貸家

（同▲９．５％）、給与（同＋２３７．５％）、分譲

（同＋３．８％）となった。

４～７月累計では１２，７６７戸（前年比

＋８．４％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１４．１％）、貸家（同▲０．６％）、

給与（同＋１１２．５％）、分譲（同＋２２．３％）と

なった。

７月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３５，８７０㎡（前年比▲５５．４％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６８．８％）、非製造業（同▲５４．１％）であっ

た。

４～７月累計では、７８８，３６３㎡（前年比

▲２３．１％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲５４．８％）、非製造業（同

▲１９．８％）となった。

８月の公共工事請負金額は６５５億円（前年

比▲１０．３％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（同＋１９．７％）、地

方公社（同全増）、その他（同＋３４．９％）が

前年を上回った。国（同▲３４．１％）、独立行

政法人（同▲６７．８％）、道（同▲１０．９％）が

前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～５か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が５か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道者数

は、５６６千人（前年比＋３６．４％）と５か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３９．３％）、JR（同＋３８．２％）、フェ

リー（同＋１６．９％）となった。

４～７月累計では、１，６１０千人（同

＋７９．６％）と前年を上回っている。

前月比では、２か月連続で増加した。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、３人（前年比全増）と底ばいが続いてい

る。

７月の貿易額は、輸出が前年比＋７３．４％の

２７７億円、輸入が同＋８２．５％の９０４億円だっ

た。

輸出は、魚介類・同調製品、自動車の部分

品、鉄鋼などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、一般機械など

が増加した。

輸出は、４～７月累計では１，０５５億円（前

年比＋６２．７％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は２か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2020年
＝100.0

１４．消費者物価指数～１６か月ぶりに前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９９倍（前年比＋０．０４ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋８．６％と５か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋８．２％）、サービス業（同＋１７．７％）、

などが前年を上回った。運輸業・郵便業（同

▲２．６％）が前年を下回った。

８月の企業倒産は、件数が６件（前年比

▲４５．５％）、負債総額が２９億円（同＋１８２．６％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を上

回った。

業種別では製造業、小売業、サービス・他

が各２件となった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．１（前月比＋０．６％）となっ

た。前年比は＋０．５％と、１６か月ぶりに前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、７月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（７月１０日）時点の前月比で、

灯油価格、ガソリン価格はともに値上がりし

た。

道内経済の動き
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2021年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(7月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2019年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、新型コロナウイルス感染症拡大（以下、「コロナ禍」）の影響に
より厳しい状況にあるが、一部に持ち直しの動きがみられる。個人消費は、持ち直しの
動きに足踏みがみられる。住宅投資は持ち直している。設備投資は、減少している。公
共投資は、高水準で推移している。
２０２１年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、コロナ禍の影響によ
る前年度の大幅な落ち込みの反動により、持ち直すと予測する。住宅投資は、法人での
貸家の着工戸数の増加や、前年の反動増などにより前年を上回ろう。設備投資は、大型
投資案件の完了などにより、前年を下回ろう。公共投資は、「防災・減災、国土強靭化
のための５か年加速化対策」の予算計上や、北海道新幹線の建設事業費増加などから、
高水準が続こう。インバウンド需要の低迷で、サービス輸出は低調な推移が見込まれる
ものの、国内外の経済持ち直しに伴い財の輸出増加が見込まれることから、財貨・サー
ビスの移出入（純）はプラス成長に転じよう。
この結果、実質経済成長率は３．１％（２０２０年度▲５．１％）、名目経済成長率は３．１％（同

▲４．４％）と予測する。
本推計にあたっては、国内・道内経済はコロナ禍の影響が徐々に和らぎ、２０２１年度中
盤には概ねコロナ禍の影響が収束していくことを基本的見通しとしている。このため、
ワクチン接種の進捗遅延や、感染爆発拡大による国内における経済活動の制限増大など
が生じた場合の下振れリスクを内包していることには注意が必要である。

２０２１年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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１．２０２１年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は１～３月期の国内総生産

（四半期別GDP・２次速報値）が前期比▲

１．０％（年率▲３．９％）と悪化した（図表１）。

個人消費は、全国的な緊急事態宣言の発出の

影響により減少した。住宅投資は、持ち直し

の動きがみられた。設備投資は、ソフトウェ

ア投資に底堅さがみられたものの、先行き不

透明感から減少した。輸出は、海外経済の回

復を背景に増加した。

本年７月のESPフォーキャスト調査による

４～６月期の国内総生産（四半期別GDP）の

実績見込みは、前期比年率０．１９％と緩やかな

プラス成長が見込まれている（図表２）。

先行きについては、個人消費は、足元での

新型コロナ感染症拡大に伴う外出自粛・行動

制限によるサービス消費の低迷や、前年の特

別定額給付金による消費押し上げ効果の剥落

が回復のペースを鈍化させるものの、緩やか

な持ち直し基調は維持されるとみている。住

宅投資は、感染防止策の実施の継続による住

宅展示場への来場者組数の減少、ウッド

ショックによる住宅価格の上昇などが重石と

なり、また契約・着工までのスピード感の低

下も続くものの、前年落ち込みの反動から緩

やかな持ち直しが見込まれる。設備投資は、

前年落ち込みの反動に加え、省人化・省力化

投資の継続やデジタル化関連投資の増加によ

り持ち直しが見込まれる。公共投資は、「防

災・減災、国土強靭化のための５か年加速化

対策」に基づく予算の積み増しにより、緩や

かに増加が見込まれる。輸出は、半導体不足

による供給制約や、サービス輸出におけるイ

ンバウンド需要の消失が重石となるものの、

スマートフォンやパソコン関連、データセン

ター向けなどの情報関連財が底堅く推移し、

米中向けを中心に回復が見込まれる。

国内経済はコロナ禍による最悪期から脱し

生産・輸出主導の回復軌道を辿るものとみて

いるが、業種・業態により業況に濃淡が生じ

るものとみられる。もっとも、ワクチン接種

の進捗遅延や、感染爆発拡大による国内にお

ける経済活動の制限増大などが生じた場合の

下振れリスクを内包していることには注意が

必要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、コロナ禍の影響によ

り厳しい状況にあるが、一部に持ち直しの動

きがみられる。

現状を需要項目別にみると、個人消費は、

食料品などのコロナ禍の影響による巣ごもり

消費は堅調な推移となっているほか、百貨店

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） ESPフォーキャストによる
実質経済成長率予測

（資料：内閣府 「四半期別GDP速報２０２１年１‐３月期・１次速報） （資料：日本経済研究センター）

２０２１年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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などは前年の大幅減の反動を受け足元では前

年を上回って推移している。一方、外出自粛

の影響から外食や旅行、宿泊などのサービス

消費は依然厳しい状況が続いている。住宅投

資は、前年落ち込みの反動により、持ち直し

の動きがみられる。設備投資は、大型投資案

件の完了やコロナ禍による観光関連を中心と

した投資案件の減少の影響などにより、減少

している。公共投資は、堅調な予算配賦を背

景に高水準で推移している。

今後を展望すると、個人消費は、雇用環境

の改善が進まず、所得も伸び悩みがみられる

ものの、一方で消費者マインドはコロナ禍前

の水準まで戻りつつあり、消費低迷により積

み上がった個人預金が消費に回ることが期待

されることに加え、前年度の大幅な落ち込み

の反動もあり、前年を上回ろう。住宅投資

は、感染防止対策の実施による住宅展示場へ

の来場者組数の制限、住宅価格の上昇などが

回復の重石となるが、法人での着工件数が増

加基調にある貸家の増加や、前年の反動増に

よる持家の増加などが見込まれることから、

前年を上回ろう。設備投資は、大型投資案件

の完了に加え、インバウンドの低迷による観

光関連投資の早期回復が見込みがたく、前年

を下回ろう。公共投資は、「防災・減災、国

土強靭化のための５か年加速化対策」などか

ら高水準が続くことが見込まれる。財貨・

サービスの移出入（純）については、国内外

の経済活発化に伴い、持ち直しが見込まれ

る。サービス輸出は、コロナ禍の影響により

インバウンド需要は低迷が続き、低調に推移

することが見込まれるものの、財の移輸出

は、国内外の経済活発化に伴い、大幅な持ち

直しが見込まれる。

物価の動向をみると、エネルギー価格など

の上昇の影響から、消費者物価指数（生鮮食

品を除く総合）は２０２１年４月に１２か月ぶりに

前年上回りに転じた（図表３、４）。

物価の先行きを展望すると、携帯電話料金

の引き下げが物価の下押し圧力となる一方、

エネルギー価格などの上昇や、前年のGoTo

トラベル事業による押し下げの反動から、小

幅なプラスで推移しよう。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２１

年度の道内経済成長率は実質成長率３．１％

（２０２０年度▲５．１％）、名目成長率３．１％（同▲

４．４％）と、プラス成長となろう。

本推計にあたっては、国内経済同様、ワク

チン接種の進捗遅延や、感染爆発拡大による

国内における経済活動の制限増大などが生じ

た場合の下振れリスクを内包していることに

は注意が必要である。

図表３ 図表４消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道） （資料：IMF）

２０２１年度北海道経済の見通し

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、コロナ禍の影響を受

け食料品などの必需品に対する基礎的支出は

堅調が続くとともに、贅沢品に対する選択的

支出は前年同時期が緊急事態宣言発出中で

あったことから、その反動を受け大幅な増加

となっている（図表５、６）。また、消費者

マインドについても、内閣府が公表している

「消費者態度指数（全国・二人以上世帯・季

節調整値）」をみると、コロナ禍の影響拡大

により急激に悪化したものの、足元では持ち

直しの動きが続いており、コロナ禍前の水準

に戻りつつある（図表７）。

雇用環境は依然コロナ禍の影響がみられ

る。２０２１年６月に日本銀行札幌支店が行った

『企業短期経済観測調査（北海道）』による

と、雇用の過不足感を示す「雇用人員判断

DI（過剰－不足）」は▲２３と、緩和傾向が一

服し人手不足感は横ばい状態にある（図表

８）。新規求人数は、前年同時期が緊急事態

宣言発出中で、雇用調整などが行われていた

影響もあり、足元は前年上回りで推移してい

る。有効求人倍率は２０２０年１月に１２０か月ぶ

りに低下して以降、足元では１倍を切り、雇

用環境は依然コロナ禍の悪影響がみられるも

のの、雇用調整助成金などの支援策により横

ばいで推移している（図表９）。

所得環境については、実質総雇用者所得

（全国ベース）は緊急事態宣言解除後に持ち

直しがみられるものの、コロナ禍前の水準に

は戻っていない（図表１０）。毎月勤労統計調

査（北海道）をみると、残業時間は、前年同

時期は緊急事態宣言の影響を受け大きく落ち

図表５ 図表７大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

消費者態度指数（全国、季節調整値）

（資料：北海道経済産業局） （資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）

図表６ 図表８乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

雇用人員判断

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会） （資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」）

２０２１年度北海道経済の見通し

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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込んだ反動から、足元では前年を大きく上

回って推移している。もっとも、現金給与総

額は、２０２０年７月以降、前年上回りの月こそ

多いものの、伸び悩みの状態が続いている

（図表１１）。また、当行が本年５月から６月に

かけて行った『賃金動向に関する調査』で

は、今年度、定期給与（基本給・諸手当等）

を引上げ予定の割合は６８％と前年比ほぼ横ば

い、特別給与（賞与・期末手当等）について

は引上げ予定の割合は前年から１１ポイント上

昇したものの、コロナ禍以前の水準には戻っ

ておらず、道内企業の賃上げに対する姿勢に

慎重さがみられる（図表１２）。

Googleが公表している小売店・娯楽施設の

人出の動向をみると、緊急事態宣言発出期間

やまん延防止等重点措置の適用期間などの人

出は減少している（図表１３）。足元では札幌

市を中心に感染症が再拡大しており、８月２

日より１か月間まん延防止等重点措置が適用

された。持ち直しに向かっていた人出は、外

出自粛により再度減少することが予想され、

人出に影響される外食や旅行、宿泊などの

サービス消費持ち直しの重石となろう。一方

で、外出自粛の影響から、テレワークや巣ご

図表９ 雇用動向（北海道）

（資料：北海道労働局）

図表１０ 図表１２実質総雇用者所得 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：内閣府） （資料：北洋銀行「２０２１年 道内景気と賃金の動向について」）

図表１１ 図表１３賃金・労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

小売・娯楽関連施設における
滞在者変化（北海道）

（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

（資料：Google「COVID‐１９：コミュニティモビリティレポート」より作成）
※基準値は２０２０／１／３～２／６の５週間の曜日別中央値。後方７日間移動平均線にて作成。
①・②・⑤～緊急事態宣言発出期間（北海道）、③～集中対策期間、④・⑥～まん延防止等
重点措置期間

２０２１年度北海道経済の見通し

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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もり需要を背景とする財消費は、サービス消

費の代替から底堅い推移が見込まれる。

また、２０２０年度は特別定額給付金などの経

済対策が実施されたものの、長期間にわたる

感染防止対策の措置に伴う外出自粛の影響か

ら、消費活動の抑制がみられた。これらを背

景として、個人預金の増加がみられている

（図表１４）。今後ワクチン接種の進展により人

出が回復すると、貯蓄の一部が消費に回るこ

とが期待される。

一方で、米中を中心とした海外需要の回復

等を背景として、原油価格が上昇しており、

今後道内のエネルギー価格上昇に波及するこ

とが懸念されるが、エネルギー価格の上昇は

道内の消費回復の重石となる。

２０２１年度の個人消費は、コロナ禍の影響が

引き続き残る中、雇用環境の改善が進まず、

所得にも伸び悩みがみられるものの、前年の

大幅な落ち込みの反動に加えて、年度後半に

かけてはワクチン接種が進展し、サービス消

費を中心として持ち直しが見込まれる。もっ

とも、エネルギー価格上昇などの抑制要因も

あって、コロナ禍前の水準までの回復は難し

いとみられる。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率２．５％、名目成長率２．８％と予測する。

（２）政府最終消費支出

２０２０年４月に発出された緊急事態宣言の解

除後、医療・介護の受診・利用控えは緩和傾

向にあったが、足元でコロナ感染者数は再度

増加に転じており、受診・利用控えの今後の

増加が想定される。これに伴い、現物社会給

付（医療費・介護費）の伸びも抑制されるこ

とが見込まれる。一方で、２０２１年度のコロナ

関連対策費用はワクチン接種費などを中心に

増加しており、現物社会給付の押し上げに寄

与しよう。

また、経団連がまとめた２０２１年の春季労使

交渉最終集計結果によると、大手企業の定期

昇給とベースアップを含めた２０２１年賃上げ率

は１．８４％と、前年から伸びが鈍化した。経団

連が６月２５日に公表した大手企業の夏季賞

与・一時金妥結状況調査（第１回集計）で

は、２０２１年夏季賞与支給額は前年に比べ

７．２８％減となっている。また本年８月の人事

院勧告によると、２年連続で国家公務員の月

例給の増額改定はなく、ボーナスについても

２年連続引下げとなっている。道職員や市町

村職員の給与改定は、民間企業の賃金動向が

反映された人事院勧告に準じることとなって

いる。このため、２０２１年度の道職員や市町村

職員給与の年間支給水準は横ばい圏と想定し

た。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率１．２％、名目成長率２．０％と予測する。

（３）住宅投資

２０２１年４～６月の新設住宅着工戸数は、前

年比＋１０．９％と前年を大幅に上回る水準で推

移している。前年同時期は緊急事態宣言の影

響を受け大幅に落ち込んでおり、その反動に

より利用目的別戸数はすべての種類が前年上

回りで推移している。もっとも、足元では木

図表１４ １世帯当たりの個人預金残高推移

（資料：日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、総務省「住民基本
台帳人口に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」）
※１世帯につき１口座と仮定し、各月の預金残高総額を世帯数で割った
値。世帯数は各暦年の１月１日時点の値。

２０２１年度北海道経済の見通し

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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材価格の高騰や材料不足などの声も聞かれ始

めており、年度後半にかけて増加抑制要因と

なる可能性があることには注意が必要であ

る。

２０２１年度について住宅投資を利用目的別に

展望すると、貸家は、２０１７年度から減少が続

いているものの、足元では法人での着工戸数

が増加基調にあり、貸家の着工戸数押し上げ

に寄与し、５年ぶりに増加に転じよう。持家

および分譲戸建は、雇用環境に改善がみられ

ないことや、感染防止策の実施による住宅展

示場への来場者組数の制限、住宅価格の上昇

などが回復の重石となるものの、持家は前年

の反動増が見込まれ、分譲戸建は持家（注文

住宅）と比較して販売価格が低いことを背景

に増加基調が続く見込みであり、前年を上回

ろう。分譲マンションについては、大規模開

発等に伴う着工計画があり高水準だった前年

までは及ばない見通し。

これらを勘案すると、２０２１年度の新設住宅

着工戸数は、持家が１１，５８０戸、貸家が１５，３６０

戸、分譲が５，１９０戸（分譲マンション２，２４０

戸、分譲戸建２，９５０戸）、給与（社宅）が４３０

戸、合計３２，５６０戸となり、２０２０年度実績

（３１，７７２戸）を７８８戸上回ろう（図表１５、

１６）。

この結果、住宅投資は、実質成長率２．４％、

名目成長率３．７％となろう。

（４）設備投資

先行指標である２０２１年４～６月累計の民間

非居住用建築物の工事費予定額は、前年を

３６．７％下回って推移している（図表１７）。個

別案件をみると、札幌市をはじめ道内中核都

市で複数の再開発事業が進行中であるほか、

物流施設や生産工場などの大型案件、再生可

能エネルギー関連投資もみられる（図表１８）。

２０２１年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

よると、２０２１年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比▲９．９％となっている（製造業・

同▲２５．３％、非製造業・同▲２．７％）（図表

１９）。製造業では、設備の改修や新設が一服

利 用 目 的２０１９年度２０２０年度２０２１年度 対前年度

計 ３２，４８６ ３１，７７２ ３２，５６０ ７８８

持 家 １１，８２１ １１，０６８ １１，５８０ ５１２

貸 家 １５，６２５ １５，２６２ １５，３６０ ９８

給 与 住 宅 ３３３ ３３２ ４３０ ９８

分 譲 住 宅 ４，７０７ ５，１１０ ５，１９０ ８０

（うちマンション） ２，０４８ ２，３６７ ２，２４０ ▲１２７

（ う ち 一 戸 建 ） ２，６４９ ２，７４０ ２，９５０ ２１０

図表１５ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２０２１年度は当行推計）

図表１６ 図表１７利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省、２０２１年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある （資料：国土交通省）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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する「鉄鋼・非鉄金属」や、工場新設が完了

する「輸送用機械」などが減少し、非製造業

では大型投資案件が完了する「運輸」「サービ

ス」などが減少し、全産業で減少の見通しで

ある。

また、当行が本年５月から６月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、道

内中小企業の設備投資実施割合（全産業）

は、前年がコロナ禍の影響により大幅に減少

した反動もあり、２０２１年４～６月期は前年同

期の水準を上回った。一方、２０２１年７～９月

期（見通し）における全産業の設備投資実施

予定割合（未定を除く）は、前期比ならびに

前年同期比で減少見通しであるなど、道内中

小企業の設備投資は一進一退の動きがみられ

る（図表２０）。

同調査での企業収益の動向（全産業）につ

いてみると、２０２１年４～６月期は前期比なら

びに前年同期比で大幅な増加となった。一

方、２０２１年７～９月期（見通し）における全

産業の企業収益は、前期比では「減少見込

み」の割合が増加するなど、先行きを厳しく

見ている企業が多い状況である。

２０２１年度を展望すると、上述の通り再開発

事業が進行中であることやエネルギー関連投

資、工場・物流施設の新設・増築が進行中で

あり、また省力化投資やIT関連投資なども一

定程度は続くとみられる。一方、企業収益の

先行きが不透明であることに加え、ホテルな

どの観光関連投資の早期回復が、コロナ禍の

影響によるインバウンドの低迷によって見込

みがたいことや、２０２０年度内の大型投資案件

の剥落などが設備投資成長を下押し、総じて

みれば２０２１年度設備投資の成長率は前年を下

回ろう。

この結果、設備投資は、実質成長率▲

１．７％、名目成長率▲０．８％と予測する。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０２１年

４～６月の累計金額は前年比１．０％増加して

いる。２０２１年度の北海道開発事業費（当初予

算）は、「臨時・特別の措置」分の予算計上

がなくなり、前年比▲１０．７％となったが、

地区 主要用途 事業規模

苫小牧 バイオマス発電 ３００億円

札幌 マルチテナント型物流施設 １５０億円

恵庭 牛乳生産工場新設 １２０億円

千歳 半導体センサー工場増築 １１０億円

旭川 店舗・共同住宅など ８５億円

新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円

札幌駅北口８・１地区再開発 店舗・共同住宅など ４８２億円

南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円

北３東１１周辺再開発 店舗・共同住宅など ２３０億円

２０２０年度
実績

２０２１年度
計画 増減率

全産業 ３，７７１ ３，３９９ ▲９．９

（除く電力） （３，０４８） （２，５７３） （▲１５．６）

製造業 １，１９０ ８８９ ▲２５．３

非製造業 ２，５８１ ２，５１１ ▲２．７

（除く電力） （１，８５８） （１，６８４） （▲９．４）

図表１８ 道内での設備投資、再開発

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

図表１９ 図表２０２０２１年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

設備投資実施企業の割合

（資料：日本政策投資銀行） （資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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２０２０年度の補正予算において「防災・減災、

国土強靭化のための５か年加速化対策」の予

算が計上されており、補正予算を合わせた１５

か月予算でみると、前年比＋０．８％と堅調な

予算配賦となっている。また、２０２１年度の北

海道新幹線の建設事業費も前年比＋２．２％の

９５０億円と増加に寄与する。

北海道新幹線については、問題となってい

た札樽トンネルの残土処理地について、札幌

市手稲区と本年６月に協定を締結し、本年秋

頃より掘削開始見込みとなった。トンネル工

事は準備中が６工区あるほか、明かり工事の

発注も今後本格化していくことが見込まれ

る。２０３０年度の開業まで本年度を含めて残り

１０年となっており、総工事費から考えると来

年度以降平均で１，４００億円以上の建設事業費

が想定され、今後公共投資における北海道新

幹線の存在感はさらに大きくなっていくであ

ろう（図表２１、２２）。

これらのことから、前年度が高水準であっ

たため伸び率は鈍化するものの、２０２１年度も

引き続きプラス成長が見込まれる。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

０．６％、名目成長率１．７％と予測する。

（６）財貨・サービスの移出入（純）

（Ａ）移輸出

２０２１年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出は、「自動車の部分品」「一

般機械」「魚介類・同調製品」などが増加し、

前年を５９．２％上回って推移している。２０２０年

度は世界的なロックダウンがあったほか、国

内および道内においても緊急事態宣言が発出

されるなど、国内外の経済活動が停滞し大幅

減少していた反動もあり、前年を大幅に上

回って推移している。もっとも、サービス輸

出についてはインバウンド蒸発が続いており

依然低調な状況にある。

足元の財の輸出においては、中国向けのホ

タテガイなどの輸出量増加などを背景に「魚

介類及び同調整品」が好調に推移しているほ

か、米国向けの「自動車の部分品」も大幅に

増加して推移している。２０２１年度について

は、OECDやIMFによる世界経済予測では、

海外経済はプラス成長が見込まれており、好

調な外需に支えられ今後も堅調な推移が見込

まれる（図表２３）。

国内向けの財の移出は、２０２０年度はコロナ

禍の影響により高級食材のほか、道外の業務

用や学校給食用の食材の需要減などにより大

きく減少した。足元でも、首都圏を中心にコ

ロナ感染者数が増加に転じ、緊急事態宣言が

図表２１ 図表２２公共工事請負金額（北海道） 整備新幹線事業費

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０２１年度は当行推計） （資料：国土交通省資料などを基に作成、２０２１年度は当行推計）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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発出されている状況にあり、飲食店などには

時短営業や休業の要請がされている。こうし

た状況から、道外飲食店向けの食材販売の早

期の大幅な回復は見込めないものの、現時点

では年度後半にかけてワクチン接種が進展し

道外飲食店向け食材販売が徐々に回復に向か

うことを想定しており、道外需要は持ち直し

を見込んでいる。

サービス輸出については、コロナ禍の影響

が続く中で、感染リスクを懸念した外国人旅

行客の渡航自粛や入国規制などから、インバ

ウンド消費の低迷は続くことが想定され、

サービス輸出持ち直しの重石となろう（図表

２４）。

来道客数に目を向けると、北海道の集中対

策期間が終了した３月より、来道客数は前年

上回りに転じた（図表２５）。一方、国内感染

者数の増加により東京オリンピックの札幌会

場が無観客開催となったほか、足元では札幌

市を中心に新型コロナウイルス感染症が再拡

大しており、来道客数回復の重石となろう。

もっとも、年度後半にかけては、ワクチン接

種進展による道外旅行客の増加などが期待さ

れることから、来道客の道内消費は緩やかな

回復が見込まれる。総じてみれば、道内から

の移輸出は前年を上回ることが見込まれ、道

内総生産（実質）を押し上げよう。

（Ｂ）移輸入

２０２１年４～６月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入額は、「原油・粗油」「魚介

類・同調整品」などが増加し、前年を４２．４％

上回っている（図表２６）。輸入数量も、品目

により濃淡がみられるが、「原油・粗油」な

公表機関 公表日 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

OECD

１２／１ 前回
２０２０ ▲４．２ ▲３．７ ▲７．５ １．８

２０２１ ４．２ ３．２ ３．６ ８．０

５／３１

今回
２０２０ ▲３．５ ▲３．５ ▲６．７ ２．３

２０２１ ５．８ ６．９ ４．３ ８．５

変化幅
２０２０ ０．７ ０．２ ０．８ ０．５

２０２１ １．６ ３．７ ０．７ ０．５

IMF

１０／１３ 前回
２０２０ ▲４．４ ▲４．３ ▲８．３ １．９

２０２１ ５．２ ３．１ ５．２ ８．２

７／２７

今回
２０２０ ▲３．２ ▲３．５ ▲６．５ ２．３

２０２１ ６．０ ７．０ ４．６ ８．１

変化幅
２０２０ １．２ ０．８ １．８ ０．４

２０２１ ０．８ ３．９ ▲０．６ ▲０．１

図表２３ 図表２５２０２０年・２０２１年世界経済見通し
（実質GDP、年間の増減率％、ポイント）

利用交通機関別の来道客数

（資料：OECD、IMF） （資料：�北海道観光振興機構）

図表２４ 図表２６道内への外国人入国者数 貿易動向

（資料：法務省入国管理局） （資料：函館税関）

２０２１年度北海道経済の見通し
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どを中心に前年から増加している。

２０２１年度を展望すると、経済活動の活発化

に伴い道内需要（中間需要・最終需要）は増

加が見込まれる。一方、個人消費はコロナ禍

の感染状況によって一進一退を繰り返し、当

初見込みを下回って推移していることや、大

型案件が剥落した設備投資の減少も下押し

し、道内の移輸入は前年を上回るものの、移

輸出の増加額に比べ小幅にとどまろう。

これを受けて、財貨・サービスの移出入

（純）はプラス成長に転じよう。

この結果、財貨・サービスの移出入（純）

は、実質経済成長率１０．７％、名目成長率

３．８％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農業の耕種部門をみると、米は概ね平年並

みの作況で推移しているものの、主食用米の

過剰在庫などを背景に作付面積が減少する見

込みである。また、コロナ禍による外食需要

の低迷から価格も下落しており（図表２７）、

生産額は減少が見込まれる。小麦も作況は平

年並み以上が見込まれるものの、前年の供給

過剰が影響して生産額は減少が見込まれる。

野菜は、猛暑と少雨の影響で主要産品のたま

ねぎに生育不良が出ていることから、生産額

は減少が見込まれる。畜産部門では、生乳生

産量の増加基調が続いているが（図表２８）、

猛暑の影響で夏以降の増勢は停滞が見込まれ

る。肉用牛は、コロナ禍により下落していた

枝肉価格が回復していることから（図表

２９）、生産額の増加が見込まれる。以上か

ら、農業の総生産（名目）は前年比＋２．０％

となろう。ただし、２０２１年度夏季の北海道は

記録的な猛暑と少雨に見舞われており、総生

産は更なる下振れのリスクを内包している。

林業は、住宅着工戸数が回復基調にあり、

在庫の消費が進んでカラマツ・トドマツが増

産に転じたことや、輸入木材の価格上昇を受

けて国産木材の需要が高まっていることから

（図表３０）、総生産（名目）は前年比＋４．５％

となろう。

図表２８ 生乳生産量（北海道）

（資料：農林水産省「牛乳製品統計」）
※各月の日数で割った１日当たりの値

図表２７ 図表２９米の相対取引価格 肉牛販売価格（北海道、前年同月比）

（資料：農林水産省）
※「北海道内３銘柄」は、「ななつぼし」「ゆめぴりか」「きらら
３９７」の価格を各月の取引数量によって加重平均したもの。 （資料：ホクレン「市場価格集計表」）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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水産業は、サケ・サンマ・スルメイカ・コ

ンブなどの水産物が、猛暑による海水温上昇

の影響を受けて前年に引き続き漁獲量が低調

な状態となっている。また、道内の漁獲金額

の３割以上を占める主要魚種のホタテガイを

みると、生産量は基本的に回復傾向にあるも

のの、生産の主力であるオホーツク地区では

減少が見込まれる。一方、コロナ禍の影響で

前年需要が大幅に落ち込んだ海外輸出が、中

国向けを中心に量・価格ともに回復している

ため、漁獲金額は前年比上回りが見込まれ

る。総じてみれば、水産業の総生産（名目）

は前年比＋４．９％となろう。

この結果、一次産業の総生産（名目）は前

年比＋２．６％となろう。

（２）二次産業

製造業をみると、道内の主力である「食料

品」は中国向けを中心とした水産加工食品の

輸出回復や、生乳の需給緩和に伴うバターな

どの乳加工製品の増産、ワクチン接種の進展

による外食需要の緩やかな回復などを背景

に、生産額の増加が見込まれる。「パルプ・

紙・紙加工品」「印刷」は、コロナ禍による通

信販売の増加を背景とした段ボール需要の増

加はあるものの、製紙工場の相次ぐ撤退と、

リモートワーク推進等のDXに伴う紙需給の

減少から、生産額の減少が見込まれる。「一次

金属」は、外需回復による生産押し上げに加

え、２０２０年度は定期改修により一時休止して

いた高炉の通年稼働再開により生産額の増加

が見込まれる。「石油・石炭製品」は原材料と

なる原油の価格上昇が生産額を押し上げると

ともに、一次金属と同様、２０２０年度に定期改

修による一時休止があった製油所の通年稼働

再開も加わり、生産額の増加が見込まれる。

加えて、米国向けを中心に海外需要が高まっ

ている自動車の部分品を含む「輸送用機械」

は、足元では世界的な半導体不足などの下押

し要因を内包しているものの、前年比で大幅

な上回りが見込まれる。総じてみれば、製造

業の総生産（名目）は前年比＋５．２％となろ

う。

建設業をみると、住宅ではコロナ禍による

営業活動の制約が徐々に緩和に向かい、住宅

ローン減税制度など住宅取得支援制度の後押

しも受けて着工戸数は前年比上回りが見込ま

れる。設備投資は、札幌市中心部の再開発事

業の進展などが押し上げ要因とはなるもの

の、製造業を中心に設備の改修や工場の新設

などの大型投資が一服することから、前年比

下回りが見込まれる。公共工事は、災害復旧

工事の一巡などがあるものの、「防災・減

災・国土強靭化のための５か年加速化対策」

の予算計上などからインフラ整備や耐震補強

工事などの関連事業が堅調に推移していくも

のとみられる。輸入木材の価格上昇を受注価

格に円滑に転嫁できなければ、中間投入額の

増加から総生産への下押し要因となりうる

が、総じてみれば、建設業の総生産（名目）

は前年比＋０．５％となろう。

この結果、二次産業の総生産（名目）は前

年比＋３．１％となろう。

図表３０ 木材価格の推移（全国）

（資料：農林水産省「木材価格統計調査」）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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（３）三次産業

卸売・小売業は、商業動態統計によれば、

百貨店の小売販売額は依然として低い水準に

あるものの、外出自粛や飲食店への休業要請

に伴い内食需要が高まりスーパーマーケット

の小売販売額が増加していることや、巣ごも

り消費需要の拡大によりホームセンターや家

電量販店の小売販売額も増加していることか

ら、前年比上回りが見込まれる。

観光関連産業が多く含まれる宿泊・飲食

サービス業や運輸・郵便業は、ワクチン接種

の進展や、感染症対策を前提とした経済活動

の規制緩和、巣ごもり需要の拡大による通信

販売の増加によって関連消費が漸増してい

る。２０２０年に生産額が激減した反動から、前

年比では大幅な持ち直しが見込まれるが、イ

ンバウンド客の回復見込みは立っておらず、

来道客数をみてもコロナ禍以前の水準と比較

すると依然として低調であることから、持ち

直しは限定的なものに留まると見込まれる。

保健衛生・社会事業では、ワクチン接種が

完了するまでは受診控えの動きが続くと予想

されるものの、高齢化率は上昇が続いている

ことや、診療報酬金額（図表３１）をみると、

３月以降堅調に推移していることから、前年

並みと見込まれる。

情報通信業では、携帯料金引き下げによる

単価の下落は予想されるものの、コロナ禍で

のリモートワーク推進に伴う官民でのDXの

加速により、ソフトウェア投資や通信環境の

整備などに一定の需要が確保されているた

め、堅調に推移すると見込まれる。

その他のサービス業については、ワクチン

接種が完了するまでは、対面型のサービス業

を中心に回復の勢いは緩やかなものに留まる

と見込まれる。

この結果、三次産業の総生産（名目）は前

年比＋３．１％となろう。

今回のコロナ禍では、観光関連産業にあた

る運輸・郵便業や宿泊・飲食サービス業が特

に大きな打撃を受けているが、北海道は道内

総生産に占める上記を含むサービス業のウエ

イトが高く、コロナ禍による経済活動の停止

や停滞に伴って生じるサービス需要の消失・

低迷は、道内経済の下押し圧力として働くこ

とが見込まれる。また、北海道は製造業のウ

エイトが低く、米中を中心とした外需回復に

よる生産・輸出主導の力強い景気回復は見込

みがたい。こうしたことから、２０２１年度の北

海道経済は、コロナ禍の影響が大きく、全国

を下回る成長率となるとみている。

図表３１ 診療報酬金額（北海道）

（資料：社会保険診療報酬支払基金「統計月報」）

２０２１年度北海道経済の見通し

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０１９年度

（実績見込み）

２０２０年度

（実績見込み）

２０２１年度

（見通し）
２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

民間最終

消費支出

１２１，１６０

（０．４）

１１５，９１０

（△４．３）

１１９，１２９

（２．８）
０．７ △４．３ ２．５

政府最終

消費支出

５２，６０５

（１．６）

５３，３９４

（１．５）

５４，４６２

（２．０）
２．０ ２．２ １．２

総固定

資本形成

４１，０７９

（７．９）

４０，４６１

（△１．５）

４０，８９５

（１．１）
６．８ △１．７ △０．１

住宅投資

設備投資

公共投資

７，２７６

（７．２）

１６，７５４

（７．３）

１７，０４９

（８．９）

７，１２２

（△２．１）

１５，８８８

（△５．２）

１７，４５１

（２．４）

７，３８３

（３．７）

１５，７６６

（△０．８）

１７，７４６

（１．７）

５．５

７．０

７．２

△２．５

△４．８

２．０

２．４

△１．７

０．６

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△２７，２４５

（△６．９）

△３０，９５９

（△１３．６）

△２９，７７４

（３．８）
△１４．２ △２９．８ １０．７

道内総生産

（支出側）

１９９，１０８

（１．３）

１９０，３１６

（△４．４）

１９６，２２２

（３．１）
０．４ △５．１ ３．１

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

０．４

０．６

１．３

△２．７

０．６

△０．３

１．６

０．４

△０．０

住宅投資

設備投資

公共投資

０．２

０．６

０．６

△０．１

△０．４

０．２

０．１

△０．２

０．１

財貨・サービスの移出入

（純）
△１．９ △４．６ ２．３

道内総生産（支出側） ０．４ △５．１ ３．１

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０２１年度北海道経済の見通し

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０１９年度

（実績見込み）

２０２０年度

（実績見込み）

２０２１年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，３７１

６，５１８

２５６

１，５９８

８，１６８

６，４９７

２４１

１，４３１

８，３７８

６，６２５

２５２

１，５０１

△０．８

１．９

２．８

△１１．１

△２．４

△０．３

△５．８

△１０．４

２．６

２．０

４．５

４．９

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３４，７９６

１９５

２０，０６３

１４，５３８

３３，４４３

１９３

１８，５０８

１４，７４３

３４，４７０

１８４

１９，４７２

１４，８１４

３．２

△１．８

１．７

５．４

△３．９

△１．０

△７．８

１．４

３．１

△４．３

５．２

０．５

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１５４，１３６

６，０００

２４，１６９

１４，４３８

５，５９１

７，２５７

６，６８２

２２，５５７

１５，８８６

１４，３７５

８，３７５

２０，０１１

８，７９５

１４６，９６８

６，１８８

２３，４１３

１２，１１０

３，７５１

７，０３１

６，８３９

２１，３３７

１５，５５３

１４，４４２

７，９２６

１９，９５７

８，４２１

１５１，５８３

５，９７４

２４，０６８

１３，３５０

４，３２３

７，５１９

７，１８６

２１，６３６

１６，０８７

１４，６１６

８，０７７

２０，０６４

８，６８２

１．０

△９．５

０．１

△２．１

△０．３

１．７

△１．１

４．５

４．５

２．２

０．８

１．５

１．３

△４．７

３．１

△３．１

△１６．１

△３２．９

△３．１

２．４

△５．４

△２．１

０．５

△５．４

△０．３

△４．２

３．１

△３．５

２．８

１０．２

１５．２

６．９

５．１

１．４

３．４

１．２

１．９

０．５

３．１

道内総生産

（生産側）
１９９，１０８ １９０，３１６ １９６，２２２ １．３ △４．４ ３．１

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２１年度北海道経済の見通し

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

「波」の応用技術が当社のコア技術

／北海道との「ご縁」で室蘭事務所を開設

１９５６年設立。東京都荒川区に本社を置く、プラスチック溶着・溶断装置の国内トップメーカー。

国立大学法人 室蘭工業大学との共同研究を促進するため、２０２０年１１月に同大の地方創生研究開発

センター内に研究開発拠点を開設。今回は、同社の経営哲学や事業運営、企業と地域振興との接

点、大学や地元企業への期待などについて、代表取締役社長にお伺いしました。

まつぎし のりあき

代表取締役社長 松岸 則彰 氏

石川県生まれ、札幌育ち。１９６９年に精電舎電子工

業㈱に入社。２００２年常務取締役を経て、０７年に代

表取締役社長に就任。同氏は、１５年度に東京都功

労者表彰を受賞。

また、同社は、１８年に世界発信コンペティション

製品・技術部門特別賞を受賞。

会社概要
企業名：精電舎電子工業株式会社

住 所：東京都荒川区西日暮里２丁目２番１７号

ＴＥＬ：０３‐３８０２‐５１０１（代表）

ＵＲＬ：https : //www.sedeco.co.jp

設 立：１９５６年７月１６日（創業１９２４年）

事業内容：超音波、高周波、レーザ発振器及

び応用装置の開発、製造、販売

営業所等：国内に５営業所、２事業所、海外

に３事業拠点（アメリカ、中国、

タイ）

室蘭事務所：室蘭市水元町２７‐１

国立大学法人 室蘭工業大学

地方創生研究開発センター内

E-mail：muroran@sedeco.co.jp

従業員数：１７０名（２１年５月末現在）

資本金：８８，６２５，０００円

―最初に貴社の事業概要と室蘭事業所設置の経緯

などについて、お聞かせください―

社長：当社は、高周波ウェルダー（１）という装置を

開発し、製造することから出発しています。塩化

ビニルの浮き輪や人形などを製造するために必要

な装置で、高周波の原理を応用し、樹脂を溶かし

て着ける（溶着）、また、溶かして切る（溶断）

ための機械です。

最初は、電波（高周波）の応用技術からスター

トし、次に音波（超音波）、そして光波（レー

ザ）を利用する技術を磨き上げ、溶着・溶断装置

の総合メーカーとなっています。「波」を応用した

技術が当社のコア技術といえます。

私たちの暮らし中で使われている様々な製品づ

くりに欠かせない生産装置を、様々なメーカーに

ご提供させて頂いています。

今、皆様が毎日着けられているマスクや、紙お

むつ等の衛生用品、歯磨き粉チューブ等の日用

品、クリアファイル等の文具、SDカード等のメ

ディア類、照明、エアコン、洗濯機、便座等の家

電類、車はライト、ドアの内張り、フロアマッ

ト、サンバイザー等々、身の回りにある様々な樹

脂製品の製造に利用されています。

取引先となる企業は５０００社以上であり、グロー

バル化の中で、お取引先の海外工場へのご提供も

多く、当社売上の４割については世界各国への輸

出が占めています。

道内企業訪問

トップに聞く⑯ 精電舎電子工業株式会社
代表取締役社長 松岸 則彰 氏

（１）ウェルダー（welder）とは、溶接に用いられる機械の総称ですが、ここでは、素材に高周波を与えて内部発熱
を発生させて溶着させる、ウェルダー加工を行う機械という意味で使用しています。
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道内企業訪問

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

日本企業を支える会社でありたい！

／メイドイン・ジャパンへのこだわり

超音波振動による摩擦を利

用して、瞬時にプラスチッ

クを溶融・溶着する機器

☆ 精電舎電子工業�の技術分野一覧

社長：当社の最初の技術（高周波で塩化ビニルの

フィルムを溶着する）は、北海道大学との共同研

究開発によるものでした。また、私自身も札幌育

ちですが、そういう北海道との「ご縁」もあっ

て、自然と道内出身者の採用が増えて、現在では

社員の２割弱を占めています。

そういう背景もあって室蘭事務所を開設したわ

けですが、開設理由の一つは、社員に室蘭工業大

学出身の方が多いこと、もう一つは、室工大の先

生との共同研究開発（超音波の応用技術）を進め

るためです。共同研究開発を円滑に進めるために

は、当地に拠点を設けることが必要と考えて、事

務所を開設した次第です。

（公財）室蘭テクノセンターに設立準備室を設

け、室工大のアライアンスラボ制度（２）を活用し

て、同大の地方創生研究開発センター内に事務所

を開設することができました。併せて、室蘭市と

は「UIJターン就職促進に関する包括連携協定」

も締結させて頂いています。大学や室蘭市、テク

ノセンターには多くのご協力・ご支援を頂き、感

謝しています。

―会社経営や製品の特徴、新型コロナ禍の影響な

どの課題について、お伺いします―

社長：会社の特徴は色々とありますが、まず、当

社は様々な企業に生産装置をご提供する会社なの

で、「日本のものづくり企業を支える会社」であ

ると自負しています。また、経営面では、絶えず

新技術に挑戦し、技術を通じて「顧客満足」、「社

員の幸せ」、「社会の発展」の実現を使命とし、

「環境」を重視した製品開発、会社運営を行って

います。顧客中心主義を第一に、お客様からの相

談対応、問題解決提案から始まり、開発、設計の

カスタマイズ化、製造、販売、アフターサービス

までの一貫体制を構築しています。痒いところに

手が届くメーカーを志向し、お客様が製品開発段

階でご利用いただける溶着テストの充実やWeb技

術セミナーなども積極的に取り組んでいます。

☆ 超音波溶着機（ウェルダー）

☆ サンプルテストは常時受付

（２）アライアンスラボ制度とは、室蘭工業大学の研究成果の事業化支援、同大と企業の共同研究を促進するた
め、企業の研究開発室として大学の地方創生研究開発センターの部屋（アライアンスラボ）を有償で貸付す
る制度のこと。
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道内企業訪問

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

地域振興には大胆な発想が必要では？

／知的財産を産業や暮らしに循環させる

また、私のものづくりに対する信条は、「メイ

ドイン・ジャパン」にこだわることです。つま

り、日本のものづくりをサポートする生産装置

は、日本国内での製造にこだわるということで

す。海外では製造していませんし、お客様も基本

的に日本企業です。アメリカと中国、タイに事業

拠点を設けていますが、これらは、海外進出され

た日本企業向けのサービス網ということです。

当社の一番のお客様は、自動車・自動車部品

メーカーですが、今は半導体不足やコロナ禍の影

響もあり、自動車の開発、製造が先延ばし、縮小

となり、それに伴い当社の生産装置を導入頂く機

会も延期という流れが続いています。また、当社

の装置は、日本企業の海外工場でご利用頂くもの

も多く、オファーがあっても日本からは物理的に

支援できないため、お客様の導入機会に対する

フォローがうまくできなくなっています。代わり

に現地メーカーから装置を導入されるところもあ

るようですが、当社と同じ性能・品質を出すこと

ができず、色々と問題が生じているということ

で、今後の動向を注視しています。

何れにしろ、早く新型コロナが鎮静化すること

を祈るばかりです。

☆ 弊社技術の活用による主な自動車部品

―北海道や地域の振興に向けてアイデアがあれ

ば、お聞かせください―

社長：北海道では、その豊富な資源を活用して、

もっと色々な産業が起きても良いのではと思って

いますが、アクションを起こす人がなかなか現れ

て来ていないような気がします。

今、産業界はDXが話題の中心になっておりま

すが、北海道でも、その特性を踏まえたIT企業の

立ち上げ、誘致を積極的にやってみるのも一つか

と思います。ただ、どのような起業も会社の運営

も、人材、それも「夢」を持って考え、行動し、

成果を出せる人材が必要で、一方、地域振興の視

点では、地域の応援、行政の支援も必要不可欠な

要素です。

「夢」を持った人材を集め、育て、また地域の応

援、行政の支援を得るには、ただ単に、「この取組

は面白いでしょ！」だけではなく、アメリカなど

のガレージ企業（３）のように、「この技術やアイデ

アで、将来はこんな企業になります、こんな社会

貢献ができます！」という、「夢」、「ビジョン」を世

間に発信し、共感、協力を得ることが重要です。

また、大学や研究機関は、研究成果やアイデア

等の知的財産を、もっと産業や人々の暮らしの中

に循環させるべく、より積極的に社会に発信して

いくことが必要であると考えています。

これは某大学の先生にお話をしたものですが、

「研究室の中だけの成果に満足をしないで、その技

術をもとに企業の役員となり、世界一の製品をつ

くり上げてみませんか？当社も応援します！」と。

実際、アメリカの大学の研究者は企業の役員になっ

ているケースも多く、日本でもそういう動きがもっ

とあって良いのではないかと思います。経済的な

成功は、新たな研究に資し、またその姿は、学生

（３）ガレージ企業とは、Apple、Google、Amazonなど、家のガレージ（自動車の車庫）で商品開発などの仕事を
してスタートアップした企業のこと。
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道内企業訪問

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

社員の成長なくして、会社の成長なし

／若い人が夢を持つことができる環境を

の研究にも良い影響を与えるものだと思います。

IT化、グローバル化が進み、新しい技術が直ぐ

に陳腐化してしまう時代、とがった研究成果を社

会の中で磨き上げ、先進的で追従を許さないコア

な技術を確立する。活力を失いつつある日本の産

業を再生させる有力な選択肢の一つでもあり、北

海道の産業振興や地方創生にとっても必要な視点

の一つではないかと考えます。

当社では事務所設置後、室工大との共同研究の

ほかに、医療器具の製造に必要な装置を地元企業

のご協力で調達させて頂いています。今後、室工

大と一緒になって画期的な技術を生み出し、地元

企業とともに新しい装置を開発・製造していく、

そして地域産業の振興と当社の発展へと繋げてい

ければと考えています。

☆ 企業連携／登別市・㈱カムイ電子

医療器具・カテーテルの側面に穴を開ける

針の熱源となる「電磁誘導装置」の調達先に

写真提供：㈱室蘭民報社

―人材不足が叫ばれる中、人材確保や育成にどう

対応されているのか、お伺いします―

社長：当社ホームページの採用情報には、「一流

のお客様に一流の技術を」ということを合言葉と

して紹介していますが、そのためには社員も一流

でなければいけません。私は、「企業は人であ

る、社員の成長なくして会社は存続・成長できな

い」と考えています。そして、何よりも夢を持つ

人とともに働きたいと考えています。

社員の自主性、自由闊達な雰囲気を尊重する職

場づくりを進め、プライベートも尊重し、のびの

びと働ける会社でなければならないと考えます。

また、失敗を恐れずチャレンジできる社風という

ことも大切です。

特に、若い人には夢をもって働ける環境を提供

したい。家庭の事情等で勉強や進学を断念される

方がいることは、本人にとっても社会にとっても

マイナスです。当社では、大学院への社会人入学

の奨励金制度や大学研究室・各種研修会への派

遣、さらには海外展示会視察への費用支援などを

行っており、独自の奨学金制度で、現役学生の就

学サポートも行っております。

今は新型コロナの影響で実施できませんが、若

い社員には海外で開催される世界規模の展示会に

行ってきなさいと声をかけています。若い人は必

ず何かを見つけて帰ってきますので、会社にとっ

ては良い投資にもなります。

私は、日本全体が、将来を担う若い人が夢を持

つことができるよう、若い人にはもっと投資すべ

きであると考えています。

社長：一方、室蘭市と苫小牧市には、企業進出や

社員教育を公的に支援してくれる仕組みがあり、

当社も活用させて頂いています。「室蘭テクノセン

ター」では、事務所開設前に設立準備室を構えさ

せていただき、「苫小牧市テクノセンター」の技

術研修には、若手社員を派遣しています。室蘭や

苫小牧は、北海道のものづくり産業の中心地とい

うこともあり、技術者の教育、人材育成、企業支

援という面でも積極的な取組が見られます。もの

づくり企業が進出先を決める際、こういう仕組

み・支援策が充実している地域は魅力的に映るの

ではないでしょうか。
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道内企業訪問

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

「夢」がない限り、絶対に発展しない

／日本発の“カイゼン”加速を支援

―北海道では若年層の道外流出が課題となってい

ますが、どのようにお考えですか―

社長：若い人が仕事で夢をかなえようと思って

も、基本的に受け皿となる企業がなければ、その

夢も叶いません。例えば、北海道にご縁のある大

企業の本社を道内に誘致する取組をしてみる。可

能性を度外視した大胆な発想も必要ではないかと

思います。

もしくは、先ほども少しお話をしたような企業

の創設です。今、道内ではスマート農業の実証実

験が各地で展開され、そこで使用されるドローン

の多くは中国製です。今後、日本農業全体でド

ローンの活用が進むのであれば、道内の若い研究

者・技術者等も巻き込む形で、性能・価格で中国

製に負けないメイドイン・北海道のドローンを開

発し、日本中・世界中に供給すれば良いのではな

いかと思ったりします。

北海道というと、広々としている、自然が豊

か、食べ物が美味しい、といったイメージがあり

ますが、若者には、それとは違うインパクトのあ

る仕掛けが必要ではないかと考えます。

―With、Afterコロナに向け、企業経営者等に求

められることについて、お伺いします―

社長：私は、「人でも企業でも夢がない限り、絶

対に発展はない」と強く思っています。北海道は

厳しいとおっしゃる方もいらっしゃるが、夢を

持っていれば、道内でできることは沢山あると

思っています。

厳しい条件や環境から「できない」と可能性を

否定してしまっては、そこにある可能性は見つけ

られません。「できる」と肯定し、失敗を恐れず

チャレンジすれば、夢に続く可能性が見えてきま

すし、なによりその方が、仕事をしていて幸せで

す。社員には、「やりたいことはやってみたらよ

い、失敗しても大丈夫」と言っています。失敗は

失敗という次につながる結果が残るが、何もしな

かったら結果も残らない、だから「夢があるな

ら、一生懸命にやってみなさい！」と励まします。

☆ 現場からも開発が生まれる

（夢を持ってトライ！）

社長：現在は、企業を巡る環境変化のスピードは

速く、大きな変化の波が押し寄せていると感じて

います。当社のお客様となる企業は多種多様で、

様々な業界の動きにアンテナを張る必要がありま

す。そうした中、若い人が海外の展示会などへ出

かけると、製品開発や事業運営に有益な様々な

「生」の情報を持ち帰って来ます。

経営者は、「アンテナを高くして環境の変化に

備えよ」と言われることもありますが、経営者だ

けではなく、第一線で働く社員が最新の情報を肌

で感じることができるような仕組みも必要ではな

いでしょうか。

―道内のものづくり企業等の発展に向けたメッ

セージがあれば、お聞かせください―

社長：日本のものづくり現場は、インダストリー

４．０（４）から一歩遅れを取った状態だと思っていま

す。日本企業の「生産性の改善」は急務であり、当社

（４）インダストリー４．０とは、一般的に「第４次産業革命」といわれるもので、ドイツで進む工業のデジタル化
や、スマート工場を中心としたエコシステムの構築のことを指すとされている。
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道内企業訪問

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

グローバルに戦うオンリーワン企業へ

／室蘭が将来の本社となるようエール！

では日本発のカイゼンの加速、新しいものづくり

の工法開発のサポートをしたいと考えています。

当社は、ニッチな市場で事業を行なっています

が、その中で重視してきたことは、先ほどもお話し

したように、ターゲットを日本の企業に絞ってい

ることです。当社が装置を外国企業に売れば、そこ

で作られた製品は、日本メーカーのものと競合し、

最後はコスト競争になります。それでは日本のも

のづくりのサポートには逆行してしまいます。

私は、生産装置やそれに紐づく技術をどれだけ

国内に留めることができるかということが、これ

からの日本のものづくりには重要だと考えていま

す。かつて日本企業がシェアを握っていた半導体

などは、技術流出が進み、今では、国が体制的に強

力にバックアップしたところと立場は逆転し、そ

の領域での生き残りが難しくなってきています。

日本の将来を考えると、国も企業も、もう少し

知的財産や特殊なノウハウというものを意識し

て、しっかりと守っていくことが必要ではないか

と考えています。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

社長：当社の競争相手は世界展開の企業であり、

それに対抗すべく、今日までグローバルに戦える

メーカーとなるよう努力してきました。

１０年ほど前から医療分野（カテーテル溶着機）

への進出や、食品加工分野での超音波フードカッ

ターの製品化、あるいは自動車業界及び関連電機

業界向けの超音波金属接合技術や、スーパーコン

ピュータ回路基板配線装置など、コンピュータ分

野やメカトロ技術にも注力するなど、事業領域を

広げてきました。

そういう中で、現在は、こうした取組ととも

に、事業を発展的に継続するためには、特定のサ

プライヤーに影響を受けない、調達体制、生産体

制の構築が重要であると考えています。

多くの日本企業がグローバルな形で、原料や部

品の調達を行っていますが、そのグローバルな調

達自体が、自分たちのアキレス腱になっていくよ

うな気がするのです。コロナ禍の影響を踏まえ、

国内工場への回帰、原料・部品等の調達分散化な

どが叫ばれていますが、そういうリスク管理が

益々重要になると考え、できないものは社内でつ

くることも検討しています。

当社の売上は、現在、世界の溶着・溶断装置売

上の４～５％程度（世界で５～６位の企業）です

が、これらの取組を進めて１５～２０％を占める企業

（世界３位）に成長し、世界の中で戦えるオン

リーワンの企業を目指します。

また、室蘭事務所については、大学をはじめ関

係機関・団体、地元・道内企業との連携強化を進

め、より大きな機能・役割を果たしてくれること

を期待しています。昨日も、「ここ室蘭が将来の

本社となるよう頑張ってみたらよい、本社なんて

どこにあっても構わないのだから」と、室蘭事務

所の社員には話をしました。社員には、是非そう

いう気持ちを持って、楽しく仕事をして頂きたい

と考えています。

☆ 社内野球交流戦

野球部（若手）VS社長チーム（ベテラン）

（田邊 隆久）
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１．はじめに

ICT（情報通信技術）やAI（人工知能）といった未来技術の開発や実用化が急速に進む中、国

の「第５期科学技術基本計画（２０１６（平成２８）年）」において、「Society５．０」という新たな社会

像が提唱されました。

Society５．０とは、暮らしや産業といった様々な場面で未来技術の活用が進み、あらゆる人やモ

ノがインターネットでつながって、知識や情報がデータとして共有・活用される社会であり、人

口減少、地方の過疎化などから生じる課題を克服するとともに、今までにない価値を生み出すこ

とで、一人一人が快適に生活し、希望を持つことができる社会です。

道では、未来技術を積極的に活用し、北海道における「Society５．０」の実現に向けた取組を推

進することで、本道が直面する様々な課題を解決するだけではなく、暮らしの質の向上や産業競

争力の強化、さらには地域社会の活性化を図るため、道の情報化計画である「北海道ICT利活用

推進計画」を見直し、２０２１（令和３）年３月、オール北海道の新たな取組方針として、「北海道

Society５．０推進計画」を策定しました。

２０２０（令和２）年当初から新型コロナウイルスが世界的に流行し、人々の生活のみならず、

人々の意識や価値観、さらには社会経済活動に大きな影響を及ぼしています。未来技術を積極的

に活用するSociety５．０の実現に向けた取組は、感染拡大の防止に向けた新しい生活スタイルであ

る「新北海道スタイル」を実践する手段としても、重要な役割を担うものと期待されています。

本稿では、「北海道Society５．０」の実現につながる未来技術をめぐる動向とともに、道としての

計画策定の背景や計画の概要、今後の施策の展開についてご紹介します。

２．北海道を取り巻く社会情勢

� 未来技術をめぐる動向

スマートフォンの急速な普及に加え、家電や自動車、ビルや工場など、様々なモノがイン

ターネットに接続され、データが収集される社会が到来しています。そして、あらゆる社会経

済活動のデータ化はもちろん、蓄積されたデータを分析して傾向を見出し、予測するAIの技

術も著しく進歩しています。

例えば、スマートフォンの顔認証や音声翻訳サービス、画像データの解析、交通分野におけ

る最適ルートの選定など、日常生活から産業、企業活動にいたるまで、様々な場面でのデータ

の活用が進んでいます。

また、２０２０（令和２）年から、新たな移動通信システムである５G（第５世代移動通信シス

テム）のサービスが開始されました。５Gは、従来の４Gと比較すると、およそ１００倍の通信速

度であり、遅延も非常に小さく、多数の機器を同時に接続することが可能となる通信技術で

「北海道Society５．０推進計画」
～北海道と未来技術の可能性～

北海道総合政策部次世代社会戦略局

寄稿
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す。こうした新たな技術は、あらゆるモノがインターネットでつながる「Society５．０」の実現

に大きな役割を果たすものとして期待されています。

� 北海道を取り巻く課題と未来技術の可能性

① 人口減少や少子高齢化の進行

北海道では、全国を上回るスピードで人口減少が進行しており、多くの職種で人手・後継

者不足などが課題となっています。そこで、例えば道の基幹産業である農業では、ロボット

などを利用した作業の自動化や、農作物の画像データ、飼育する動物の健康状態などをセン

サーで収集し、AIで分析することによる農作物の管理といった取組が進められています。

このような未来技術の活用が、農作業における身体的負担の軽減や、作業の効率化・最適

化につながることが期待されています。

（▼ロボットトラクター）

② 広域分散の地域特性

広大な土地に都市が点在する「広域分散」の地域特性を持つ本道においては、医療資源の

偏在や地域の教育水準の維持・向上などが課題となっていますが、ICTを用いた遠隔診療や

遠隔授業の環境を整備することで、距離や移動に要する時間の制約にとらわれず、住み慣れ

た地域で医療や教育を受けることが可能となります。

また、過疎化が進む地域における安全・安心な暮らしや産業活動の維持のため、地域の交

通や物流の確保が課題となっていますが、自動運転バスやドローン輸送などの未来技術を活

用した輸送体制の整備や、交通機関や移動サービスを組み合わせてスマートフォン上で検

索・予約・決済を一括で行うことができるMaaSの実用化などといった取組が、地域の交通

インフラの維持のために重要な役割を担うと考えられています。
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③ 気候変動や自然災害への対応

地球温暖化などの近年の気候変動が世界的に大きな問題となる中、北海道においても、集

中豪雨やそれに伴う土砂災害など大きな被害が発生しています。CO２などの温室効果ガスの

排出抑制に向けて、省エネルギー化の取組や再生可能エネルギーの利用などを推進すること

が必要であり、例えば、電力の使用量の見える化や、AIを活用したエネルギーの調達の制

御といった取組を強化することが求められています。

また、冬の豪雪や、大規模地震などの自然災害の発生に備えて、気候や地質データを集約

して想定される被害状況のシミュレーションを行い、事前に対策を施すことで、被害を最小

限にとどめることなどが期待されています。

④ 新型コロナウイルスの感染拡大

２０２０（令和２）年から新型コロナウイルス感染症が世界的に流行し、人々の生活のみなら

ず、社会全体に重大な影響が及んでおり、感染拡大防止の観点からも、ICTやAIなどの未来

技術の活用が期待されています。

例えば、遠隔医療や遠隔授業、テレワークの環境整備といった、人と人との社会的距離

（ソーシャルディスタンス）を確保しながらの社会活動や各種手続のオンライン化など、感

染拡大を防ぐといった観点からのICTを活用した取組が加速しており、今後一層の充実が求

められています。

３．「北海道Society５．０推進計画」について

道では、ICTやAIといった未来技術を活用して、直面する課題を解決するとともに、そこで得

られるデータを活用することで道民生活のさらなる質の向上やイノベーションの創出につなげて

いく社会を「北海道Society５．０」として位置付け、道民の皆様や市町村、企業などと連携しなが

らその実現に向けた取組を進めるため、有識者会議における議論を経て、２０２１（令和３）年３月

に「北海道Society５．０推進計画」を策定しました。

本計画は、「北海道総合計画」の特定分野別計画の一つとして、また、「官民データ活用推進基

本法」に基づく都道府県官民データ活用推進計画として位置付けるとともに、２０２０（令和２）年

４月に道内の有識者による懇談会から提言をいただいた、概ね１０年後（２０３０年）の北海道の未来

社会である「北海道Society５．０構想」の実現に向けたアクションプランであり、計画期間は２０２１

（令和３）年から２０２５（令和７）年までの５年間としています。

� 基本的方針

計画では、「未来技術を活用した活力にあふれる北海道」を目指すべき基本理念として、AI

やIoT、ロボットなどの未来技術を暮らしや産業活動などあらゆる分野で活用し、直面する課

題の解決と社会・産業の変革を進めることを通じて、「北海道Society５．０」の実現を目指すこと

としています。

そのため、「①暮らし」「②産業」「③行政」の３分野において、AIやロボットなどの未来技術
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の活用を推進するとともに、これら３分野を横断的に支える「④データの利活用」、そして、

情報通信インフラの整備やデジタル人材の育成といった「⑤基盤整備」を加え、計５つの分野

を柱として取組を進めていくこととしています。

（▼計画の概念図）

� 施策の展開

施策を進めるにあたっては、新型コロナウイルス感染拡大への対応を早急に取り組むべき

「喫緊の取組」と、計画の柱と位置付けている「暮らし」、「産業」、「行政」、「データ利活用」、

「基盤整備」の５つの分野の取組について、概ね１０年後（２０３０年頃）の北海道の未来社会「北

海道Society５．０」の実現に向け、その中間である２０２５年（令和７年）度までに取り組む施策を

「中長期的な施策の展開方針」として整理しています。

Ⅰ 新型コロナウイルス感染症への対応としての喫緊の取組

新型コロナウイルス感染症への対応である「喫緊の取組」としては、行政手続のオンライン

化やテレワークの推進、遠隔・オンライン教育等を進めることとしています。こうした分野で

のICTの利活用は、人と人との接触を肯定的に避けるソーシャルディスタンスを確保し、感染

のまん延防止を図る効果的な手段として、一層の利用拡大が求められています。

また、今後の感染症の流行に備え、ICTを活用した保健所など医療現場での業務効率化、教

育の場面でのオンライン環境の整備をはじめ、テレワーク等感染拡大防止に向けた取組を行う

企業への機器整備の支援など経済活動への影響を考慮した取組とともに、感染症まん延防止に

つながるアプリケーションの普及促進などを進めていきます。
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▽具体的な施策の例

・行政手続のオンライン化の範囲拡充・利用促進

・テレワークを導入する企業への機器整備等の支援

・ICTを活用した保健所の業務効率化の推進

・機材、ネットワーク、デジタル教材など、遠隔・オンライン教育の環境整備の推進 など

Ⅱ 中長期的な施策の展開方針

① 暮らし

医療・福祉、教育、交通・物流といった日々の生活に関する様々な分野において、地域の特

性や実情を踏まえながら未来技術を活用することによって、将来にわたり安心・安全で豊かな

生活を実現するための施策を推進します。

例えば医療・福祉の分野では、住み慣れた地域でも専門医から必要な診療を受けることがで

きるよう、遠隔医療システムに係る設備への支援を行うことによって、安心で質の高い医療

サービスの提供を目指します。

また、交通・物流の分野では、自動運転技術などの先駆的な技術の実証実験や関連企業の誘

致などを推進し、暮らしに欠かせない地域交通や物流の持続的な確保に向けた取組を進めるこ

ととしています。

▽具体的な施策の例

・介護従事者の業務負担軽減のため、介護サービス事業所等に対する介護ロボット機器・

ICT機器の導入補助や介護ロボットの無償貸与の実施

・児童・生徒の発達段階や地域の実情に応じた学校のICT環境の整備の促進

・住民の利便性を考慮したMaaSや乗合タクシーの導入など地域の実情に応じた様々な交通

手段の確保に向けた取組の推進

・鉄道やバス、タクシーなど多様な交通モードによる客貨混載の促進

・カメラやセンサー、ドローンなどを活用した野生鳥獣による被害軽減対策 など

② 産業

道の基幹産業である農林水産業をはじめ、ものづくりや観光といった分野において、ICTや

AIなどの未来技術の動向を捉えながら、それらの活用を積極的に進めていきます。

ドローンやセンシング技術を用いたスマート農林水産業、工場などへのロボット技術等の導

入による作業工程の自動化、デジタルツールを用いた北海道のさらなる魅力発信などを促進す

ることにより、生産性の向上や高品質化、また、労働力不足の解消といった課題の解決、多様

な主体が連携した産業振興や新たな産業価値の創造へとつなげるといった取組を推進していき

ます。
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▽具体的な施策の例

・GNSSガイダンスシステムや自動操舵システムなど、地域や個々の営農状況に応じたス

マート農業技術の導入促進

・収益性を向上させるICTハーベスタなどの林業機械の導入促進

・ドローンによる空撮画像の解析による、コンブ漁場等の効率的な管理・造成の促進

・産学官連携の事業化に向けた研究開発の支援による新技術、新商品の創出の推進 など

③ 行政

利用者の視点に立ち、全ての人にとって行政サービスの利便性向上が図られるよう行政手続

のオンライン化やマイナンバーカードの普及促進、押印や書面などの旧態依然とした慣行の見

直しのほか、自治体業務の効率化・最適化、行政サービスの向上を図るための情報システムの

改革を推進します。

▽具体的な施策の例

・マイナンバーカードの普及拡大に向けた取組の推進

・道内市町村におけるデジタルトランスフォーメーションの支援

・公金収納のキャッシュレス化の推進

・「Smart道庁」の取組の推進による、道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働

き方の実現 など

④ データ利活用

「北海道Society５．０」の実現に向けて、IoT実装によるデータの「蓄積」とAIによる蓄積され

たデータの「分析」、そして社会課題の解決や新たなサービスの展開に向けたデータの「利活

用」というデータサイクルを確立するため、行政データのオープンデータ化とともに、官民が

保有するデータの活用を促進するための環境整備といった取組を推進します。

▽具体的な施策の例

・IoT実装とデータ収集・利活用を通じた地域課題解決の推進

・道内市町村のオープンデータの取組への支援

・民間ニーズを踏まえたデータ公開の推進 など

⑤ 基盤整備

広域分散の社会構造を有する北海道において、住民の生活や産業活動を支える重要なインフ

ラである情報通信基盤の充実を図るため、過疎地などの条件不利地域における光ファイバなど

ブロードバンドや第５世代移動通信システム（５G）の整備とともに、本道のデジタル化を支

える人材の育成・確保のための取組を推進します。
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▽具体的な施策の例

・道内における光ファイバ等のブロードバンド環境整備や携帯電話不感地帯の解消に向けた

取組の推進

・関係機関と連携した地域ニーズの掘り起こしや携帯事業者への情報提供を実施し、５Gの

エリア拡大を促進

・データやAIなどを活用するための専門知識の習得やITリテラシー向上に向けた社会人のリ

カレント教育の推進 など

４．推進体制

「北海道Society５．０」の実現には、道民、企業・団体、大学等研究機関、行政機関が連携、協

働していくことが重要です。

道では、今年（２０２１年）度、学識経験者や企業・団体等、多様な構成員からなる「北海道So-

ciety５．０推進会議」を新たに設置するとともに、道庁一丸となって取組を進めるために、庁内に

おけるデジタル施策の推進の司令塔として新たに次世代社会戦略局を設置したところであり、産

学官が協働・連携した「北海道Society５．０」の実現に向け、オール北海道で様々な取組を積極的

に進めてまいります。

（▼推進体制）
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はじめに

みなさまは、ロシアというと何を連想されるでしょうか？ウォッカ、レーニン像、恐い人た

ち、スパイ、ピロシキ、金髪碧眼の美女……。

私は、本年４月に北海道サハリン事務所に着任し、以来、色々なものを新鮮に感じ、観察し、

分析しながら毎日を過ごしています。今回は、ソ連崩壊から３０年の節目を迎えた当地の現状につ

いてレポートいたします。

とはいえ、大部分は前任者が２０２０年４月号の本誌アジアニュースに寄稿した延長線上にありま

す。そこで、当地で生活をしていての感想やいくつかの私見を述べたうえで、前回寄稿から大き

な変化のあった、サハリン州での新型コロナ感染状況、およびサハリン州でのカーボンニュート

ラル（以下CN）構想について、ご報告します。

サハリン州経済の定量的な状況については、当事務所が毎年作成している「サハリン州の概

要」を併せてご参照願います。

１．当地で生活して

ソ連時代は生活物資の不足に悩まされていましたが、現在はいたる所にスーパーがあります。

焼きたてのパンがならび、お惣菜は新鮮で種類も豊富です。日用品も手に入りやすいです。洗剤

やトイレットペーパーなどは、ハングル併記のものも散見されます。また、ボトル入りの水を１

本買うにもデビットカード等がよく利用されています。キャッシュレス化は、ユジノサハリンス

ク市内に限っては想像以上に進んでいるといえます。

当地は、お世辞にもインフラが良いとは言えません。ところが、舗装の剥がれや、老朽化した

公園の遊具などで、住民からクレームがあればすぐに修理されます。行政サービスはクイック

で、住民向けに専用のフリーダイヤルやポータルサイトが整備されており、たらい回しにされる

こともなく、速やかに要望を届けることができます。中央集権的な体制が続いているイメージが

ありますが、しっかり住民の方を向いている印象です。

外務省や旅行会社の案内によれば、ロシアでは夜間の一人歩きは注意せねばならないとされて

います。ところがユジノサハリンスク中心部では、治安は思いのほか良好で、健康志向の高まり

と相まって、夜間にジョギングしている女性をよく見かけるくらいです。いたる所に設置された

監視カメラの効果かもしれませんが……。

しかしそれだけではなく、サハリンプロジェクト（１）の稼働以来、エネルギー産業や関連する建

設機械産業の従事者を中心に住民の所得増加が著しく、お金の巡りが良くなっていることが大い

アジアニュース

ソ連崩壊から３０年を迎えたサハリンより
北洋銀行国際部

北海道サハリン事務所派遣
主査 柳田 裕貴

（１）ロシア連邦のサハリン州で行われている油田や天然ガス田の開発プロジェクト。
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順位 地 域
平均給与

（ルーブル／月）

１ チュクチ自治区 １３７，９７６
２ モスクワ市 １３５，３７５
３ マガダン地域 １２７，１３７
４ ヤマロネネッツ認証区域 １１６，８１０
５ サハリン地域 １０８，７６１

６～８０中略 ６～８０中略 －
８１ カラチャイ・チェルケス共和国 ３５，７２６
８２ イヴァノヴォ地域 ３５，３２１
８３ ブリャンスク地方 ３５，１８８
８４ チェチェン共和国 ３４，３３６
８５ イングーシ共和国 ３２，９６９

資料１ ロシア連邦内の地域別平均給与

資料：連邦統計局のデータに基づき作成 注：１ルーブル＝１．５１円（２０２１．９．２現在）

に関係していると考えられます。意外かもしれませんが、サハリン州の平均給与水準は、ロシア

連邦内の８５の地域の中で５位にランクされています。

また、多くのロシア人は、日本人に親しみを感じている印象があります。例えば、バーなどで

はよく話しかけられるし、日本人というだけでスーパーの店員に握手を求められることもありま

した。トヨタやホンダの車は多く走っており、厳寒期、エンジンの始動性が最も良いのが日本車

だそうです。モノ不足が解消されたといっても、機械・家電など、やはり日本製品が一目置かれ

ているのはうれしい限りです。

歴史的な経緯から、ロシア人に対し良いイメージを持たない日本人も少なくないのかもしれま

せん。ロシアの歴史や国民の特質を一言で論じることは難しいと思います。

日本との関係も蜜月ではないし、過去もそうでした。しかし終戦後の一時期を除き、冷戦時代

にも日ソの貿易は途絶えることはありませんでした。日本の建設機械や鋼管などを、ソ連の木材

や石炭、スケトウダラと交換（バーター取引）していました。シベリア開発でも、日本が協力し

ています。この時代の日本人ビジネスマンたちが、ウォッカ三昧の歓待を受けながらロシア人の

懐に飛び込んで行った様子、あるいは、列車で相席し懇意になった若い女性が実はスパイだっ

た、といったエピソードについては書籍（２）などでも紹介されています。

こうした先人たちの努力にも関わらず、いまだにロシアビジネスは敷居が高いイメージがある

かもしれません。最近でも、日系企業による温泉施設建設工事が頓挫しています。当地では新た

な空港ターミナルが建設されていましたが、着工後に韓国製の鉄骨の強度が問題になり、設計変

更が繰り返されたあげく、建設が中断しています。内装や管・電気類の工事が進まないまま、現

在まで約２年間、工事が凍結中という状況です。

行政の対応が非常に迅速だと先に述べましたが、民間の事業では、このようなことが今でも発

生します。「原則」や「契約」は抜け駆けすべきものという感じで、いざ着手してから「のらりく

（２）『日ソ・日ロ 経済交流史』（日ソ・日ロ経済交流史出版グループ編著）

ｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　アジアニュース  2021.09.09 15.22.57  Page 35 



アジアニュース

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

資料２ 移動式ワクチン接種所（筆者撮影）

この写真は、市内で最大の教会の前で

のもの。

この他にも、ショッピングモールや駅

前のレーニン広場など、人通りが多い

ところに配備されています。

らり」とするケースがあります。やはり商慣習や感覚の違いをよく熟知しなくてはいけないと感

じます。ご参考までとはなりますが、ロシアの方の思考方法や交渉術に関しては書籍（３）などでも

紹介されています。

２．新型コロナウイルス感染拡大への対応状況

ロシアでは２０２１年８月現在、新型コロナ感染拡大の第３波の渦中にあります。サハリン州では

毎日１００人以上の新規陽性者が判明しており、北海道の人口に置き換えると毎日１，０００人以上の感

染発生に相当します。

ただし、ロシアでは４種類のワクチンを自前で生産しており、すでに高齢者向け接種は一巡し

ています。このため、死亡率・重症化率は低下しつつあり、コロナ病床数についても余裕があり

ます。ロシアのワクチンは治験の期間が短かったなどと賛否がありますが、良くも悪くも、ここ

でも行政の『スピード重視』が垣間見えます。ワクチン接種は、ユジノサハリンスク市内すべて

の外来診療所で行われているほか、公園や大型ショッピングセンターには、移動式ワクチン接種

所が設置されています。日本で見かける献血車のように、専用車両でワクチン接種が受けられま

す。

一方で、飲食店などの営業制限は特にありません。政策の軸足は、行動制限ではなく、ワクチ

ン接種普及による集団免疫の獲得を目指すことにシフトしているという感じです。これは、営業

制限を課すことと引き換えになる財政支出（休業分の補償など）の増加を嫌っている、という見

方もできます。ロシアは、ソ連崩壊後に財政破たんを経験しているため、緊縮財政を至上とする

雰囲気があります。

連邦政府での政策としては、返済期間６か月以内の緊急無利子融資や、営業許可証の期限延長

措置、倒産手続の猶予などが実施されています。加えて、サハリン州政府では、給与支払いのた

めの無利子融資（返済期間１年以内）や、固定資産税の税率軽減措置といった支援策が展開され

ています。

３．当地でのCN構想

本年１月、サハリン州はCN推進のパイロット地域に指定されました。ロシア連邦の中でも初

（３）『対ロ交渉学 歴史・比較・展望』（木村汎著）
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めてとなるもので、次のような当地の状況が、モデルケースとして最適と判断されたことにより

ます。

① 石油・ガス産業が域内生産の６０％を占めること。

② 温暖化ガス排出の９０％をエネルギー部門が占めていること。

③ 面積の７０％が森林に覆われており、CO２を吸収する潜在能力が高いこと。

④ 太陽・潮力・地熱といった代替エネルギー開発の選択肢が多いこと。

⑤ （グリーン）水素を作る能力があること（鉱物資源や代替エネルギーが豊富）。

⑥ グローバルな石油関連企業が立地しており、排出削減目標を課す必要性が高いこと。

現状は、２０２５年中のCN達成を目指し、森林の温暖化ガス吸収能力を測定したり、排出権取引

制度を整備したりしている段階にあります。森林が面積の約７０％を占めていることや、代替エネ

ルギーの資源に恵まれていることは北海道も似ています。北海道では、積雪寒冷・広域分散型の

地域特性から、道民一人あたりの温室効果ガス排出は全国平均の１．３倍と多くなっており、日本

も２０５０年までのCN達成を目標としている中で、サハリン州のCN構想は注目に値するものと考え

ます。

サハリンでは、CNの取組に付随して市内住宅へのガス供給インフラが猛スピードで整備され

つつあります。ロシアでは現状、各家庭でガスや灯油を使用しません。冬期間は、地域の給湯セ

ンターから供給される熱湯が家々を暖め、調理台はIH式となっています。ところが、この地域

集中暖房は、建物ごとの温度設定ができません。長時間留守にしている間も部屋が暖房され続

け、エネルギーの無駄が多いのが実態です。また、給湯センターは未だに石炭を燃料としてお

り、温暖化ガスの排出は相対的に多くなっています。そこで、各建物へのガス供給網を整備し、

各戸でのガス暖房を普及させることで、温暖化ガスの排出を低減させようとしています。

ガスへの切替えを希望する家庭では、ガスの引き込み工事、給湯器・ストーブやガスコンロの

購入、警報機やメーターの設置が必要となりますが、ほとんどが市町村の助成金の対象となりま

す。サハリン州の人口は北海道の１０分の１程度で、市場規模は大きくはありませんが、今後、ロ

シア全土がガス化を進めていくことになれば、熱効率の良いガス器具や保安機器をはじめ、耐火

性に優れた建材などの需要も一気に高まる可能性があるものと考えています。

また、一般乗用車についても、通常のガソリン車を改造しガスタンクを併設することが推奨さ

れています。このほかにも、サハリン州南部の港湾都市コルサコフ市を水素の大規模な製造・輸

出拠点にする計画があるなど、CN推進によって多くの事業が起こりつつあるのが現状です。

ソ連崩壊後の低迷期は長かったものの、サハリンプロジェクトの始動など様々な出来事を経

て、当地の様子は大きく変化しています。そして現在も、その変化の途上にあると言えます。

おわりに

北洋銀行国際部並びに北海道サハリン事務所では、ロシア進出を検討しているお客様へのサ

ポートをさせていただきます。新型コロナ禍が続く中では、視察にお越し頂くことはできません

が、当地の情報をできる限り正確にお伝えします。支店担当者までお気軽にご相談ください。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年４～６月 ８１．７ △８．０ ８１．５ △１６．８ ８０．８ △８．１ ８０．４ △１６．９ １１２．２ ０．０ １００．８ △４．１
７～９月 ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ １０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
４～６月 r ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ r ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ r ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９

２０２０年 ７月 ８０．６ ０．４ ８６．６ ６．９ ８０．２ ０．１ ８５．４ ５．３ １１１．１ △１．０ ９９．５ △１．３
８月 ７９．２ △１．７ ８８．３ ２．０ ８０．０ △０．２ ８７．４ ２．３ １０６．９ △３．８ ９８．６ △０．９
９月 ７９．６ ０．５ ９１．６ ３．７ ８０．０ ０．０ ９０．７ ３．８ １０３．０ △３．６ ９７．６ △１．０
１０月 ８３．８ ５．３ ９３．５ ２．１ ８４．４ ５．５ ９２．７ ２．２ ９８．２ △４．７ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 r ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ r ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ r ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 p９３．７ ２．６ ９８．１ △１．５ p９４．８ １．４ ９６．４ △０．３ p８７．６ １．０ ９５．０ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年４～６月 ２２８，４９３△６．６ ４４，７４７△１１．４ ２１，４３６ △５２．４ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３４９ ５．０
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１

２０２０年 ７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１９△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７６ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

ｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３８～０４１　主要経済指標  2021.09.16 16.33.08  Page 38 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５２２ １０．８
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５

２０２０年 ７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０２ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４０８ ９．０ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ４８１ △８６．０ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０

２０２０年 ７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４１５ △６８．１ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５３１ △６５．３ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３△１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

ｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３８～０４１　主要経済指標  2021.09.16 16.33.08  Page 39 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６

２０２０年 ７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．３ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４

２０２０年 ７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ４０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

ｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３８～０４１　主要経済指標  2021.09.16 16.33.08  Page 40 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０

２０２０年 ７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年４～６月 ９９．９ △０．２ １００．１ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．３ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２

２０２０年 ７月 ９９．５ △０．５ １００．０ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 ９９．６ △０．５ ９９．８ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 ９９．６ △０．８ ９９．７ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 ９９．５ △１．１ ９９．７ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 ９９．５ △１．４ ９９．６ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ４１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１０月号

ｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３８～０４１　主要経済指標  2021.09.21 15.13.48  Page 41 
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●道内経済の動き

●２０２１年度北海道経済の見通し＜改訂＞

●トップに聞く⑯ 精電舎電子工業株式会社
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●寄稿
「北海道Society５．０推進計画」
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ほくよう調査レポート 2021.10月号（No.302）
令和3年（2021年）9月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．３０２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ  2021.09.16 13.48.28  Page 1 




